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８。　潜水調査船着水揚収システムの開発研究(第１報)，

一着水揚収時の相対運動模型水槽試験

岡田 光豊　 高川 真一　 谷内 琢也

2,000 m 潜水調査船の着水揚収装置は，船尾Ａフレームクレーンを用いたナイロン索に

よる２点２索吊り方式を採用したｏこの方式の採用理由は，潜水調査船の重量が約25 tと

大きいこと，吊揚げ時 のピッチングおよびヨーイングを少くすること，ガイド索に沿っ

て降下させ自重で嵌合する吊揚金物を採用することからダイバーの作業を安全で，しかも

負担がかからないことなどにある。この装置に対する要求性能は，通常， シー スデイト

３まで，緊急時は，シ ー スデイト ４においても揚収できることとしている。波浪中の曳

航荷重や揚収荷重，または潜水調査船と支援母船の相対動揺に関するデータは，わが国で

は皆無である。そこで着水揚収システムのＸ縮尺模型を用い，東京大学船舶航海性能試験

水槽で，揚収試験を行い，実機建造に必要な諸データを得た。

その結果，２点２索吊りでナイロン索を使用したＡフレームクレーン方式によって要求

使用条件のうち，最も厳しい シー スデイト４における揚収作業が可能であるとの見通し

を得た。

Development  of a Launch  and Retrieval System  for

a 2,000 m  Deep  Submergence  Research Vehicle

(Report  1), Model  Test of the Submersible Launch

and  Retrieval System  in Waves

<3 ^ ^Mitsutoyo  Okada*  , Shinichi Takagawa*  , Takuya  Taniuchi*  ,

Hiroshi  Kato*3,  Katsumi  Tsushima*3,  Shinichi Tomita*4

The  support  ship  for our  2,000  m  Deep  Submergence  Research  Vehicle

(DSV-2K)  employs  a stern mounted  A-frame  crane which  has two  nylon  lift

lines. Usually, an  A-frame  crane  has  one  lift line, but we  have  not adopted

this due to the following three reasons.

First, the weight of  the DSV-2K  is too great (about  25 tons). Secondly,

the pitching  and  yawing  motion  can  be  decreased  by  using two  lift lines.

Thirdly, we  have  succeeded  in developing  a self-mating device to lift the sub-

mersible, safely. This  device is made  to slide down  along the guide line and
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mates  with  the male  device installed at the top of submersible.

The  limit of  the  performance  of  this A-frame  crane  system  for routine

operations  is required  to be  Sea  State  3. However,  in an emergency  recovery,

it is Sea  State 4.

Unfortunately,  we  had  no data  to design the A-frame  crane system  in the

areas  of towing  load, lifting load, and  the relative motion  during  the recovery

operation  in waves.

Therefore,  we  made  the  experiment  of  this system  using  a 1/10  scale

model  in the sea-keeping  and  maneuvering  basin of  the University  of Tokyo.

As  a result of this experiment,  we  obtained  much  useful data  for design and

operation.

Through  the result of  this test and  analyses we  confirmed  that the stern

mounted  A  frame  crane  with  two  lift lines is suitable for the DSV-2K  launch

and  recovery  system,  and  that  this  system  can  be  operated  even  in  Sea

State 4.

1。 ま え が き

2,000m 潜水調査船は，専用の支援母船に搭

載し，その母船で目的とする潜航海面まで海上輸

送する。

潜航海面に到着後，所要の準備をし，潜水調査

船を支援母船から着水揚収するが，波浪中の作業

となるため，種々の困難が予想される。

潜水調査船の着水揚収システムは，乗員の安全

確保と作業の簡素化をはかり，運用効率の高いも

のが要望され，現在，世界各国でも研究が続けら

れている段階であり，まだ，その王道は確立され

ていないのが実情であろう。

本命題の基本的な困難さは，潜水調査船と支援

母船の船型諸元が大幅に相違するために波浪中の

動揺特性が異なること，あるいは実海域の不規則

波中では複雑な挙動をし，大きな相対動揺を生ず

る点にある。

このため，着水揚収時の動揺抑止とか衝撃荷重

の緩和について，これまで経験的運用技術によっ

て試行錯誤的に各種の方式が採用されてきた。最

近の欧米での傾向は，船尾Ａ フレームクレーンに

よるナイロン索での１点吊り方式が主流となって

きているo

2,000m 潜水調査船の着水揚収方式は昭和48

年(1973) 度の研究段階から種々検討を重ね，

昭和52年度の基本設計で船尾Ａフレームクレーン

によるナイロン索を用いた２点２索吊り方式を選
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定2)'3)した。その主な理由は，つぎの通りである。

(1) 諸外国のＡフレームクレーンは１点吊りで

ある。これは潜水船の重量が10t 程度で軽い

ためであり，２,０００ｍ 潜水調査船は重量が

約25t になることを勘案すると実績から見て

も２点吊りとした方がよいと考えられる。

（2） 潜水調査船の外殻構造の中央部にかかる曲

げモーメントは，２点吊りとした方が小さく

なるため，重量が軽減できる。

（3） 潜水調査船の着水揚収時のピッチングまた

はヨーイングは，１点吊りよりも２点吊りの

方が少くすることができる。

（4） 細いガイド索に沿って吊揚金具が自重で降

下して嵌合する方式を採用するため，２点吊

りとなっても，ダイバーは細いガイド索２本

を潜水調査船に取付けるのみでよい。したが

ってダイバ－に負担がかからず，しかも安全

Ｒ二着水揚収作業ができる4L

ところが，２点２索吊りで，ナイロン索の

弾性によって，約25t の潜水船を波浪中で着

水揚収する場合の潜水船の動揺挙動，吊揚荷

重，曳航荷重等に関するデータは，国内には

皆無である。そこで‰縮尺模型で，着水揚収

装置模型水槽試験を実施した。

本試験の主目的は，つぎの２点である。

（1） 波浪中で潜水調査船を安定させて揚収する

ためには，支援母船が低速で曳航する必要が

JAMSTECTR 4 (1980)
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ある。

曳航間隔は吊揚直前で潜水調査船と支援母

船が，非常に接近した状態となる。この接近

した状態での潜水調査船の曳航安定性，支援

母船と潜水調査船との相対動揺ならびに曳航

索に加わる動的荷重を求め，適切な曳航要領

を把握する。

（2） 波浪中で潜水調査船を水面から安全に揚収

するには，吊揚時潜水調査船の動揺が少くな

るようにすると共に，水切り時の衝撃荷重を

緩和させる必要がある。吊揚時の潜水調査船

の６自由度の動揺，吊揚索に加わる動的荷重

を求め，実機の着水揚収装置を設計するため，

必要なデータを得る。

なお，本実験を実施するにあたり，̈ 潜水調査

船開発研究会”の委員各位ならびに，東京大学船

舶工学科元良教授および藤野助教授から適切なご

助言，ご指導をいただいたことに対し，深く謝意

を表する次第である。

2． 着水揚収装置の概要

支援母船の船尾上甲板に装備される着水揚収装

置は，図１に示すように，起倒式のＡ.フレームク

レーン，ペンダントフレーム，ナイロン索，ラム

テンショナおよびホイスティングウインチなどで

構成される。

1｡

2.

3.

4.

ホイストウィンチ, hoist　winch

ラムテンショナ，　ramtensioner

Ａ－フレームクレーン, A-frame　crane

吊　 揚　 索lift line
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吊揚型式は，ナイロン索による２点２索吊りで

その弾性によって吊揚時の衝撃荷重を緩和し，油

圧一空気式ラムランショナのばね作用によって潜

水調査船の水切り時の動揺を補償するようにして

いる。

本装置による揚収作業の手順は，つぎの通りで

ある。

（1） 浮上した潜水調査船に，ダイバーが作業船

で近づき，曳航索を取付ける

（2） 支援母船は，潜水調査船を引寄せ，２軸可

変ピッチプロペラおよびバウスラスタを用い

て低速で曳航を開始する

（3） ダイバーが，細い鋼製のガイド索を２本潜

水調査船の上部にあるおす型の吊揚金物に取

付ける

（4） 潜水調査船をＡフレームの直下に引き寄せ

る。

（5） 自重で嵌合する吊揚金具を先端に有する吊

揚索を繰出し，潜水調査船に吊揚索を結合さ

せる

なお，この時吊揚金具は，ガイド索に沿っ

て降下する。

（6） ダイバーが吊揚金具の結合を確認したのち，

作業艇に乗移る

（7） 吊揚索を巻取り，潜水調査船を水面から吊

5｡

6.

7.

ペンダントフレーム, pendant frame

吊 揚 金 具, self mating device

曳 航 索,  towing line

図１　着 水 揚 収 装 置 の 構 成

Components  of launch and retrieval system



表１　着水揚収装置に対する要求性能

海象条件

通　常：シー　ステイト　３

１／３ 有義波高　　1.2 5 m

平均波周期　　　5.5  s

緊急時：シー　ステイト　4

1/3 有義波高　　2,5 m

平均波周期　　　　6s

吊揚荷重 潜水調査船空中重量：約２５ｔ

表２　着 水 揚 収 装 置 計 画要 目

項　　　 目 主　　　 要　　　 目

Ａ－フレームクレーン

（ 含 ，ぺこ/ダソトフレーム）

吊 揚 型 式 ：２点2 案 吊 り

荷重× リ フ ト:451*6.5m

ア ー ム 長 さ:10.5  m

紀 倒 方 式 ：油圧 シリンダー駆動

吊 揚 索 10(㎜ がテトロン：ナイロン，タフレロープ

外 層： テトロン繊維

内 層： ナイロ ン繊維

ラ ム テ ｙ シ ョ ナ 張 力 調 整 範 囲:2 ～10t

ス ト ロ － ク：　 ４m

ウ　 イ　 ソ　 チ 荷　　　 重 ：３５ｔ

巻 取 速 度：１８ ｍ／㎜

表３　支援母船の主要目

項　　 目 主　 要　 目

全　　　 長

垂 線 間 長

型　　　 幅

型　　　 深

計 画　 吃 水

ト　 リ　 ム

排　 水　 皿

Ｃ ｂ

重 心 高 さ(KG)

GMT

GML

ＬＣ ｂ

６ ５．９０ ｍ

６ ０ ０ ０ｍ

１ ３． ００ ｍ

６．３０ ｍ

3. 5 0  m

ｏ　 ｍ

１５６７ ｔ

０．５ ６

５．０ ８ ｍ

1.4  3m

８ ４．８　 ｍ

凶 か ら 船 尾 へ１．２ ０ｍ
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揚げる。

(8) Ａ フレーム クレーンを支援母船の船首側に

倒し，移動台車上に潜水調査船をもってくる。

(9) 吊揚索を巻出し，移動台車上に潜水調査船

を降し，固縛する

本装置に対する要求性能および計画要目は，表

１および表２に示す通りである。

3. 試 験 装 置

波浪中で，着水揚収する時の潜水調査船の動揺

挙動，曳航状態，衝撃荷重などを求めるため，実

船の‰縮尺の潜水調査船，支援母船および着水揚

収装置の模型を製作し，これに各種のジャイロ，

加速度計等の計測器を装備し，大きな造波装置を

有する耐航性試験水槽を使用して揚収試験を実施

した。

３ ．１　支援母船模型

支援母船の主要目は，表３に示す通りである。

この‰の縮尺木製模型を製作した。パラフィ

ン製の模型としなかったのは，Ａ フレームクレ

ーン，または各種計測器を装備する関係で丈夫

な模型を必要としたためである。

この模型は，実船に対して船型，重量，重心，

吃水，トリムを合わせることは，もちろん，３

軸，慣動半径も実船に合わせた。なお，慣動半

径の調整は,ブランコ式調整装置などで行った５)。

３ ．２　着水揚収装置模型

着水揚収装置の模型は，実機の‰の縮尺で ，

金属製のものを製作した。この模型は，写真１

に示すように，Ａ フレームクレーン，ペンタン

トフレーム，ラムテンショナ，ホイスティング

ウインチで構成し，実機に相似の索取りを行っ

た。

ここで，ラムテンショナはばね定数を実機相

当に調整したコイルばねを使用し，吊揚索は実

機の‰縮尺品ではばね定数を厳密に模擬するこ

とが困難であるため，ワイヤロープとコイルば

ねとを組合せ，実機相当に調整したものを使用

した。

３ ．３　潜水調査船模型

潜水調査船の主要目を表４に示す。

この‰の縮尺模型は写真２に示すように，

ＦＲＰで製作した。 FRP は外殻のみとし，その

内部にはジャイロなどの計測用センサーを納め

たアルミニウム製の水密容器を設けた。

JAMSTECTR  4 (1980).

Required  performance  for launch and retrieval

system

Planned  characteristics of launch  and  retrieval

system

Principal  particulars of support  ship



写真１　着 水 揚 収 装 置 の 模 型

表４　潜 水 調 査 船 の 主 要 目

項　　　 目 主　 要　 目

仝　　　 長

幅

深　　　 さ

浮 上 時 吃 水

ト　 リ　 ム

空　 中　 重　 皿

線 図 排 水 容 積

C  b

重 心 高さ(K  G  )

GMT

G  M  L

L  c b

９、１ ５ｍ

３．０ ０ｍ

２．９ ０ｍ

２．５ ０ ｍ

ｏ　 ｍ

２ ４ ５ｔ

４ ４．５ ㎡

０ ６ ４ ８

１．６ ２ｍ

０２ ０ｍ

０．８ ４ｍ

Ｑ か ら 船 尾 へ ０．５ ４ ６ｍ

写真２　潜 水 調 査船 の 模型
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外殻と水密容器との空間には，鉛バラストお

よび浮力材を配置し，重量重心，浮量浮心およ

び水線近傍の排水量曲線並びにメタセンタ高さ

を実船相当に調整した。慣動半径の調整は，ピ

アノ線による２本吊法で行うた。

なお，推進動力装置は装備せず，支援母船に

よる曳航だけとし，試験に必要な曳航索，控索，

吊揚索および計測用電線を取付けた。計測用電

線は潜水調査船の６自由度の運動を自由にする

ため，軽量で柔軟性に富んだものを使用し，東

ねて重心付近に装備した。

また，外殻下部の水抜き穴は，非水防部の海水

排水速度が，吊揚荷重に影響を与えるので，そ

の配置および面積は実船に相似とした。

３．４　計測装置および計測項目

本試験で計測する項目は表５に示す。この項

目には潜水調査船および支援母船のロール，ピ

ッチ，ヨーの各角度およびサージ，スウェイ，

ビーフの各加速度と，着水揚収装置における3軸

加速度，吊揚張力，曳航張力などがある。

潜水調査船および支援母船に装備したシャイ

ロ（バーチカルジャイロ，レートジャイロ，デ

ィレクショナルジャイロの組合わせ）および加

速度計は，それぞれの重心位置に装備するため，

小形軽量なものを使用した。

また３軸加速度の積分は，バイアス成分を除

去し，精度よく演算できるものとした。

張力計は，歪ゲージ方式のものとし，この周

波数応答特性は，実船スケールで10m ｓ程度の

荷重変動まで検知可能なものを使用した。

３．５　試験水槽

各方向の波に対する動揺特性を求めるため，

支援母船の模型は，６自由度の運動を自由にし，

オートパイロットによって造波装置付角水槽中

を所定針路で自航させ，これに対して計測器を

乗せた台車(  carriage) で追跡計測すること

ができる試験水槽が必要である。

本試験は，東京大学船舶航海性能試験水槽を

借用して行った。この水槽は，図２に示すよう

に，長さ50m ，幅30m ，深さ2.5m で水槽の長

辺または短辺の側造波板から波を発生させるこ

とができる6）。

4. 試験実施要領

前述の試験装置を用い，波高および波長の異な
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Principal particulars of deep submergence

research vehicle (DSV-2K)

Model  of deep submergence research vehicle



表５　計測装置および計測項目

遙 計 測 装 置 計腓

位置
計 測 項 目 記号 備　 考

1、

潜

水

調

査

船

潜水菱査船運動坿 脹 置：

東京航空計器製

230-12002001

ﾊﾞｰﾁｶﾉﾚ ｼﾞｬｲ ｐ

レートシャイｐ

加 速 度 計

璽

心

位

置

濳水船：ｐ－ル角度

ピッチ角度

ョー角速度

サージ舞急度

ス叭ｲ 加速度

ヒ プ加凍彦

qs

叭

φs

Xs

み

z$

ｽﾞj， は絶対

座標呆

恥 は船体座標系

2.

母

船

/廴チカルら4イｇ：

東京航空計器製

ＴＲＢ-８μ型

ディレクショナルジャイロ：

東京航空計器製

加 速 度 計：

共和電業M  AS-20

重

心

位

置

母 船：ｐ一ル角度

ピヅチ角度

ｓ一 角度

ｻ-ｰ吻嗹 度

ｽﾞｳｪｲｶ嗹 度

匕－プ

φ，

∂。

ぬ

J。

μ

Xs

Xmi/mZ･。は

船体座標系

速度計 母 船 船 速 〃坩

プロペラ回転計測装置 プp ペラ回転数
（ 左右軸 ）

昇p

3.

著

水

柵

収

装

置

加 速 度 計：

共和電業製AS ―20

ペソダソト:前後加速度

左右加連度

上下加速慶

X1

勸

ZI

は

船体座標系

吸楊索恨力計：
共和電業

LU-100KE

潜水鉛吊橋荷重：前部案

後郁索

7.1

T｡2

曳航棄張力計：

共有電擇製LU-20TR

濳水船曳航荷重 Ｔ，

ｳｲ ンﾁ回転計測装置 吊揚索巻取艮さ 1肖

波高計（ 抵抗線式 ） 波 高 ６ 水槽に設置
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表６　波　 浪　 条　 件

項　 目 波高(Bv) 波長（λ/L） 出会角（χ） 僅　 考

波 長試験 1.25 瓦 0.25～2.0 １８０°（向い波 ） 規則波

斜波試験 1.2 5 ≫ o～180 ° 規則波

（30 間隔）

波高試験 o､5～2.0羝 １ １８０°（向い波） 規則波

匹
4　　　　　　L:

母船船長

、

表７　曳航条件および揚収条件

項　　　 目 条　　　　 件

曳航条件 曳　 航　 間　 隔

支援母船側曳航支店

曳　 航　 速　 カ

シ ー ア ン カ ー

控　　　　 索

曳 航 索 の 弾 性

６揖

吃水線上 １ｍ

2 kt

水流抵抗300k 夕

( 2kt曳航蒔 ）

な し

ぱね定数1.3  t/m

揚収条件 吊 揚 索 の 弾 性

ラ ム テソ ツョ ナ

吊 揚 索 巻 取 速度

ばね定数16  t /m.

張力調整範囲2 ～20t/2 本

ストローク ４皿

18m/ii

JAMSTECTR  4  (1980)

Conditions  of towing and retrieval

Wave  conditions

Measuring equipment  and items

Arrangement  of the basin

図.2　東京大学船舶航海性能試験水槽配置図



る波浪条件下で，しかも各方向の波に対して潜水調

査船の曳航ならびに揚収試験を行い，曳航荷重，

吊揚荷重および動揺諸元を計測し，波長，波高お

よび出会角に対する規則波中の応答特性を得た。

波浪条件は表６に示す。

曳航試験および揚収試験の条件を設定するに当

って，本試験に先立ち，予備試験を実施した。こ

の予備試験では，曳航間隔，曳航速度，控索，シ

ーアンカー，吊揚速度などの諸元を，パラメトリ

ックに変化させて潜水調査船の曳航安定性を確保

し，しかも衝撃荷重が少なく，円滑に揚収できる

適切な曳航条件および揚収条件を選定した。

表７はその条性を示す。

写真３　曳 航 試 験 状 態

（1 ）　吊揚開始

JAMSTECTR  4 (1980)

なお，曳航速度は波高試験以外を2 kt とした。

波高試験をl kt で実施したのは，波高が高い場

合，本母船模型の自航動力装置では，1 kt 以上

の曳航速力を得ることが困難であったためである。

またシーアンカーは，その効果を把握するため，

装着した場合と装着しない場合の２種類の試験を

実施した。

以上の試験実施状況を，写真３および写真４に

示す。

5. 試験結果の解析

着水揚収装置模型水槽試験で得られたデータは

例えば図３および図４に示すような規則波中のも

のである。

図３　全吊揚荷重の計測データの一例

図４　曳航荷重の計測データの一例

写真４　揚 収 試験 状 況

（２）吊揚終了
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start of the retrieval end  of the retrieval

State of the retrieval test

State of the towing  test
An  example of the towing load by experimental

An  example  of the total lifting load by
experimental  data
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図５　不規則波中での吊揚荷重，曳航荷重等の推定要領

JAMSTECTR  4 (1980)

試
験
の

種
類

項　　　　目 試 験 条 件 （ 実 船 相 当 ） 記　　　事

波 高 試 験 Ｈ＝０．５０ 1.25２．０ｍ
λμ=･1. 0

θ　１８０°
(向い涎)

波高に対じて荷重が線型
であることの確認

向 い 角 試 験 H=  1. 2 5 m λ/  h =  1.0 ∂＝0 ～180 °
（30 °間隔）

波 長 試 験 Ｈ･= 1.2 5 m
x/h  0.25～15
? ぶ5間隔）

∂＝１８０°

生

デー

夕

前部吊揚索荷重

後部　　

曳 航 索 荷 重

デ

｜

夕

整

理

波高試験結果

向い波試験結果

波長 試験結果

荷重の短期予測

布重応答の極大値の確率分布が 分布で近似できる。
この場合　有義値＝１＋2.0 ∂£=  1 +  2.0 (∂h/  H) ・Ｈ

尚、平均値-  1 +  1.2 5∂£

１回／IH ｙの最大期待値=  1 +  3.7 2 5 8£

不規則波の波スペクトルを荷重応答関数

〔Ａ(Ｗ)〕２を重ね合せて，荷重エネルギースペク

トルを求める

不規則波の

波スペクトル

Short-term  probability of lifting load, towing  load and ship motion  in irregular waves



しかし実船の着水揚収操作は，不規則波中で，

しかも限定された海象条件下で，一定時間内に実

施する。したがって不規則波中の動揺挙動や吊揚

荷重は，規則波中のデータをもとにし，短期予測

法によって統計的に求めなければならない。

この解析要領は図５のフローチャートに示す。

なお，短期予測法を適用するにあたって，波高

試験では線型性，斜波試験では向い波長波頂波で

荷重を推定してよいことを確認したのち，各場合

の波長に対する応答特性を求め，次いで実船での

JAMSTECTR  4  (1980)

動揺挙動，吊揚荷重および曳航荷重を求めた。

５・１　規則波中試験のデータ整理

（1） 吊揚荷重；

波高，斜波および波長に対する吊揚荷重の

変化は，潜水調査船の空中重量に対する変動

分を示すものとした。

吊揚荷重変動分＝

図６　吊揚荷重に対する波高試験結果

図７　吊揚荷重に対する斜波試験結果

最大吊揚荷重一空中重量
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空 中 重 量

Test  result of the lifting load for wave  height

Test  result of the lifting load for wave  encounter  angle
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図８　吊揚荷重に対する波長試験結果

(2) 曳航荷重；

波浪による曳航荷重の変動分を示すものと

した。

曳航荷重変動分

＝波浪中曳航荷重一静水中曳航荷重…(2)

(3) 潜水調査船の動揺；

曳航中の動揺は定常的な動揺であるので，

平均片振幅で表わし，吊揚中の動揺は非定常

な過渡運動であるため，吊揚過程における最

大片振幅で表わした。

(4) 支援母船と潜水調査船との相対動揺；

曳航中の相対動揺は，それぞれの片振幅と

動揺位相差から出し，吊揚中の相対動揺は過

渡的な動揺となるので，厳しい状態を想定し，

双方の片振幅の和で表わした。

５．２　解析結果

5.2.1　 吊揚荷重

規則波中の試験結果，吊揚荷重は，図６に示

すように，波高に対して線型性があり，波高に

比例して吊揚荷重が増大し，また斜波に対して

図７に示すように，向い波で吊揚荷重が最大と

なることが明らかとなった。

このことから向い波長波頂波で波長に対する

応答特性を求め，これに基づいて短期予測法で

不規則波中の吊揚荷重を求めることの妥当性を

確認した。

波高1.2  5m および出会角１８０ ° における

波長に対する応答関数を図８に示す。

これをもとに，短期予測法による解析結果，

シースデイト３およびシースデイト４における

有義値を表８に示す。

この表から長波頂不規則波での短期予測値は，

前部吊揚索にかかる荷重が最大で，空中重量の

1. 4 1倍（20t ）になることがわかる。

なお，支援母船のＡフレームクレーンの上下

動揺によって吊揚中の潜水調査船がビーフする。

着水揚収システムが２点２索吊りのため，前部

索と後部索にかかる荷重にはアンバランスが生

ずる。その差は，出会角によって変化し，一定

でなく，大小関係が逆転することもあるが，不

規則波中での最大吊揚荷重の予測値では，その

差はあまり大きくなく，それらの互関性等を考

盧し，前部索と後部索は同じ索径とすることが

よいとわかった。

5.2.2　 曳航荷重

曳航荷重は，潜水調査船とシーアンカーのド

ラグ(  drag ) であるが，これらの特異な形状

から判断し，乱流域内における造渦抵抗が主体

であると推定できる。

曳航試験では，潜水調査船が支援母船に惹起

Test  result of the lifting load for wave  length



表 ８　 不 規則 波 中 の 吊 揚 荷 重 の有 義 値

Significant lifting load in irregular waves

項　　 目

シースデイト ３ シースデイト ４

ｼｰｱﾝｶ あり シーアンカなし シーアンカあり シーアンカなし

吊 揚荷重 前節索 ｌ､１７ １､２１ 1.3 2 1.4 1

後部索 1.14 .l.13 1.26 １､２６

表 ９　 不 規 則 波 中の 曳航 荷 重 の有 義値

Significant towing load in irregular waves

項　　 目

シースデイト ３ シースデイト ４

シーアンカあり シーアンカなし シーアンカあり シーアンカなし

曳 航 荷 璽

（曳航速度2 kt ）
２１１ｔ 1.4 4t ３．８０ｔ 2.7 3 t

表10　 不規則波中 動揺特性解析 結果

（注）本表中、※ 印は参考値を示す。

AMSTECTR  4 (1980)

された乱流域内に入っていることが，別に実施

した潜水調査船の抵抗試験と比較して確認され

ており，フルード数を合わせた本試験での曳航

荷重の推定は可能である。

波浪中の曳航荷重の変動は，支援母船のサー

ジと波浪との双方に影響される。これは斜波試

験結果から向い波中KX  = 180 °）で最大とな

ることがわかった。不規則波中の曳航荷重は，

曳航速度2 kt　 でシーアンカーの有無について

求めた。その結果を表９に示す。

なお，本試験で支援母船と潜水調査船とが近

接した状態では，支援母船のサージによって曳

航荷重が大きくなり，通常，曳航する場合に用

いられる索の長い場合とはかなり，相異するこ

とが明らかとなった。

5.2.3　 潜水調査船の動揺

潜水調査船の曳航中，または吊揚中の動揺の

うち，ピッチ，サージ，ビーフについては，波

高に対して線型性が認められた。ロール，ヨウ，

スウェイについては，曳航中の潜水調査船の蛇

行の影響，すなわち，曳航安定性に起因するデ

ータのバラツキがあり，線型性が認められなか

った。したがってロール，ヨウ，スウェイにつ

いては，不規則波中の動揺の推定には不適当で

あるが，参考値として，短期予測法によって計

算した。

これらの不規則波中の動揺の推定結果を表10

に示す。

これらのデータおよび実験中の観察結果から

考え，操作上注意しなければならないのは，つ

ぎのような点であることがわかった。

（1） 斜波試験の結果

吊揚中の動揺は，出会角　X  =30 ～130 °

の横方向からの波を受ける場合には，ロール

角20° ， スウェイ加速度0.3g 程度と大きく

なる。

このことから安定した揚収を行うには，向

い波，または追い波中が適している。

（2） 波長試験の結果

吊揚中のピッチ角およびサージ加速度は，

λ/L  = 0. 7 5～１．０ 付近で急激に大きくな

り，シーアンカーを使用することによって，

これらの動揺を半分程度に抑止することがで

きる。

95

Results of the ship motion  analyses in
irregular waves
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図９　母船と潜水調査船との相対動揺(サージ)

（3）　ヨウ

この値は大きくなっているが，実船では控

索を使用し，動揺をかなり抑止することがで

きるので問題がないと考えられる。

５・２・４　支援母船と潜水調査船とめ相対動揺

潜水調査船の着水揚収時問題となる相対動揺

は，衝突の原因となるサージとビーフである。

これらに関するデータ解析結果は，前述の表10

にまとめて示した。

サージは，図９の応答関数に示すように，波

長の短い波に対しては，相対変位が少ないが，

長い波（λ/L>1.5) になると支援母船と潜

水調査船との動揺の位相のずれを生じ，かなり

大きな相対変位を示すようになる。すなわち，

実海面でよくみられる’うねり”の中に入ると，

潜水調査船が支援母船の追尾に衝突する危険性

がある。これに対しては，曳航間隔を６ｍとし，

さらにシーアンカーを使用することが，衝突防

止に有効であることがわかった。

また，ビーフの相対変位は，波長の影響をあ

まり受けず，波長の長い波（ λ／Ｌ＞１）にな

るとほぼ一定値になることがわかった。

6。 考　　　察

潜水調査船の着水揚収は，本システムの運用効

率に大きく関係するため，その方式の選定にあた

って，当初から定性的に十分な検討を加えた。さ

らに今回の模型試験並びに統計解析の結果，船尾

Ａフレームクレーン方式でナイロン索を用いた２

点２索吊りの妥当性が定量的に裏付けされた。そ

の結果は，前述の通りであるが，これらについて，

以下考察を試みてみることとする。

６・１　吊揚荷重，曳航荷重

吊揚荷重は，波高に対して線型性のあること，

斜波に対して向い波時，前部索にかかる荷重が

最大で長波頂波で荷重を推定してよいことは，

前述の通りであり，波長ベースの応答関数から

求めた不規則波中の荷重は精度よく推定されて

いると考えられる。吊揚索の設計荷重は，揚収

時の波浪による動的荷重を考慮して，本装置の

非常時の揚収海象条件であるシースデイト４に

おける有義値（20t ）とし，設計上の安全率を

これに対してとるものとする。

安全率は, u.  s.  N 。の基準に準じ合成繊

維索をクリティカルコンポーネントに使用する

Test  result of the relative motion  between  support ship and  submersible  (surge)

Ｌ：母船船長　support ship length

ぞ：潜水船船長submersible length



場合の安全率（索の破断荷重に対し安全率7 ）8’

を採用すると吊揚荷重のシースデイト４におけ

る１時間に１回の最大期待値（24t ）において

も安全率はほぽ６倍を確保で きる。

したがって，シースデイト４における吊揚荷

重の有義値20t を吊揚索の設計値とするのが妥

当であろう。

曳航荷重も同様の解析をして，シースデイト

４での有義値3.  81 を設計値とするが，曳航索

の安全率はＵ．　Ｓ．　Ｎ． の基準の ノンクリイテ

ィカルコンポーネントと考え６倍を採用すれば

十分であろう8）。

なお，曳航荷重は潜水調査船が支援母船に近

接した状態では曳航索の弾性により大きな影響

を受け，曳航索のばね定数が高く弾性効果がな

いと曳航荷重は衝撃的かっ大荷重（10～20t ）

が生じ，潜水調査船もこの荷重のため大きく衝

撃的な動揺を示すことが予備試験で得られた。

これらのことにより，曳航索の種類 ，長さ，

径の選定にあたっては特に弾性を考慮する必要が

あり，曳航索長（潜水調査船から支援母船のキャ

プスタンまで）を極端に短くしないこと，また

弾性の少い索（例えば鋼索またはケブラー繊維

索）を使用しないことなどの注意が必要である

ことがわかった。

６ ．２　潜水調査船の動揺ならびに支援母船との

相対動揺

潜水調査船の波浪中の揚収では，曳航中と吊

揚げ中の動揺が乗員の安全または作業の安全に

とって重要な問題となる。

潜水調査船は，水中での航行安定性を確保す

るため，安定ひれを着底時のじゃまにならぬよ

うに船尾部上方に:設けているので，曳航時の水上

状態ではこの安定ひれは効果を発揮しない。そ

のため ，水上曳航中蛇行するけれども ，曳航中

の動揺の大きさは小さく問題とならない。吊揚

中め動揺はロール，ピッチが約15°で，３軸方

向の加速度は約0.3 夕である。この程度の値で

あれば，潜水調査船船内の乗員には特に問題と

はならない9 ）と考えられる。

支援母船と潜水調査船との衝突という観点か

らは，吊揚げ直前の相対動揺量が問題である。

表10 にはシースデイト４における相対動揺の

有義値のみを示したが，相対動揺を過少に見積
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ると万一支援母船と潜水調査船とが曳航中ある

いは吊揚中に接触することがあると船体や機器

に重大な損傷をまねく恐れがあるため,実船にお

けるＡフレームクレーンのアウトリーチ等の計

画においてはシースデイト４における１時間に

１回の最大期待値においても接触することがな

いように設計する必要があると考える。相対動

揺の１時間に１回の最大期待値を別途求めた結

果，Ａフレームクレーンのリフトは基本設計通

り6. 5 m で十分であるが，アウトリーチは吊揚

げ時の支援母船と潜水調査船との間隔を３ｍか

ら６ｍに大きくする必要があることがわかった。

7。 あ と が き

着水揚収装置模型水槽試験で各種のケースにつ

き，種々実験を行い，数多くの結果が得られ，こ

れを解析し，不規則波中の動揺挙動，または吊揚

荷重，曳航荷重が定量的に明らかになった。また，

これに基づき，適切な設計条件を設定することも

できた。

この結果，船尾Ａフレームクレーン方式ナイロ

ン索を使用した２点２索吊りでシースデイト４ま

での海象条件において，揚収作業が可能であると

の見通しを得，本システムが波浪中の潜水調査船

の着水揚収に妥当であることが確認された。また

動揺抑止のための補助手段として，シーアンカー

の有効性も確認した。

今後，ここで得られた諸データを詳細設計，オ

ペレーション要領に生かし，安全で確実な着水揚

収装置を完成すべく，努力を重ねたいと考える次

第である。
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